	宿泊業


平成20年のリーマンショック、21年の新型インフルエンザなど毎年のようにマイナス要因が続き、23年の東日本大震災でさらに痛手を受けた。
24年に入って観光自粛ムードは解消されるも、繁忙期の８月を除き、直近は前年同期の反動減がみられる。
宴会需要は、景気低迷から宴会件数の減少、宴会場のグレードの引き下げなどがみられるなか、食事でハレの日を演出するなど、独自のサービスで顧客を獲得する施設もある。
今後は、シニア層の需要増加や新興国からの訪日増加も期待されるが、自社の強みを活かせる顧客を獲得することが、経営発展の鍵を握っている。
業界の概要
ホテル、旅館、簡易宿所、下宿などの形態で営業される宿泊施設は、旅館業法によって規制される。ホテルは洋式の構造及び設備を主とする施設で、客室数が10室以上と規定される。一般にホテルは、都市部に立地する多機能なシティホテル、宿泊機能に特化して客室の種類や付帯施設などのサービス機能を最小限にしたビジネスホテル、有名観光地や保養地などに立地し、レクリエーション施設を有することが多いリゾートホテルなどに分類される。

旅館は、５室以上の客室を有する和式の構造・設備を主とする施設で、簡易宿所は宿泊する場所を多数で共用する構造・設備を有する施設と規定される。

大阪府内における平成23年度末のホテルの営業施設数は356、客室数は54,733で、全国比はそれぞれ3.6％、6.7％となっている（厚生労働省『衛生行政報告例』）。
需要はまだら模様
この数年間は、国内外の経済・政治情勢、感染症といった様々な不確定要素が頻発したことから、宿泊業の需要動向は少なからぬ影響を受けている。平成20年のリーマンショックに始まり、21年の新型インフルエンザの流行や円高の進行、及び翌22年のギリシャ債務危機と、宿泊業にとっては逆風となる要因が続いた。新型インフルエンザの流行では、海外の宿泊客が減少したとするシティホテルやバックパッカー向けの簡易宿所がみられた一方で、想定したほどの落ち込みはなかった、あるいは、今ほど厳しくはなかったという声もある。
　ともあれ、これら以上に甚大な影響を与えたのは、23年３月に発生した東日本大震災である。日本人宿泊客については、震災直後の数か月は急激に落ち込み、一部のシティホテルでは24年３月頃まで不振が続くなど、総じて需要減退は長期に及んだ。ただし、23年６～９月頃にかけて修学旅行やお盆の家族旅行、学術会議などによる宿泊需要が東日本を回避する形で西日本に集中し、きわめて限定的ではあるものの、予約が前年同期よりも増えるという現象もみられた。

　なお、直近の動きをみると、観光の自粛ムードも解消され、24年７～９月期はまずまずである。ただし、お盆で繁忙期となる８月を除くと、前年の同時期に需要が集中した反動に加え、本年は東京スカイツリーの開業や震災の風評被害の収束などから需要が東日本にも分散しており、７月と９月は弱含みで推移している。

　一方、外国人宿泊客については、例年であれば国慶節（中国の建国記念日）、春節（旧正月）のほか、行楽シーズン（京都の祇園祭、春の花見、秋の紅葉）が繁忙期となる。しかし、震災により23年５～７月までキャンセルが続出した後、12月頃にようやく復調の兆しがみられたとの声も聞かれた。あるシティホテルでは、台湾、中国の順に客足が戻っており、24年４～６、７～９月期ともに前年比でプラスとなった。また、７月にフライングディスク（フリスビー）の世界大会が堺市で開催された際、欧米から大勢の宿泊客を受け入れた簡易宿所のように、動きは徐々に良くなっているものの、リーマンショック後の価格志向の高まりによって予約の発生が遅く、ピーク時の勢いが弱いとする見方もある。
日中関係の悪化も影響
稼働率をみると、ビジネスマンをメインの顧客層とするビジネスホテルでは、24年春頃まで震災の影響があったものの、２～３年前から女性やシニア層にも顧客ターゲットを拡大し、安定して高水準の稼働率を維持している。ただし、それ以外の業態では、震災の影響が薄れて24年７～９月期の稼働率が約10％上昇した簡易宿所や、前年同期に予約が相次いだ反動で12～13％減少となった旅館など、明暗が分かれる。
なお、９月に入って、日本の尖閣諸島国有化をめぐる日中関係の悪化により、業態に関係なく中国人宿泊客の予約キャンセルが発生しており、特に中国人団体客を扱っている宿泊施設における痛手は大きい。
一方、宴会需要については、長引く景気低迷から宴会件数の減少や、宴会場のグレードを下げる動きがみられ、大きな宴会場を持つ飲食店・宿泊施設は少なくなっている。こうしたなか、ある旅館では宴会時に屋台でたこ焼きを提供してハレの日を食事で演出するとともに、宴会後の宿泊料金を割り引くなど、独自のサービスで府内の宴会需要の取り込みに努めている。
設備投資は補修程度にとどまる
ＩＴを活用した少人数によるローコストオペレーションで積極的に出店を続けているビジネスホテルや、レストランや客室など大規模な改装を実施したシティホテルもあるが、業界全体ではそれほど活発な設備投資はみられない。昨夏から今夏にかけて、節電要請への対応や計画停電への備えとして、照明をＬＥＤに変更したり、空調設備を効率のよいガス燃焼式や水冷式に替えるといった動きのほか、トイレの改修やタイル交換など、老朽化に伴って必要となる補修程度にとどまっている。
原発風評被害による資金繰りの悪化も
　ある簡易宿所では、23年は震災後の予約キャンセルにより資金繰りはやや苦しかったものの、東京電力に対して原発事故の風評被害の補償請求を行い、補填できたという。これは、全国の観光業者を対象に、風評被害で外国人観光客が予約をキャンセルした被害の補償請求ができる制度である。３月11日時点で予約していた８月末までの宿泊について、５月末までのキャンセルで発生した減収分が補償対象となる。
流通の多様化と経営への影響
　近年のインターネットの急速な普及によって、従来の旅行会社経由の販売にとどまらず、自社のホームページや宿泊予約サイト、ソーシャルメディア（ツイッター、フェイスブック等）を通じて集客・販売を行う宿泊施設が増えている。こうした商流・情報流の多様化は、消費者の利便性を高めるとともに、施設の空室を効率良く解消することで稼働率を向上させることに役立っている。
　しかし一方で、これらの各種ＩＴツールを介して他社商品との比較が容易にできるため、独自のサービスを打ち出せない施設は、競合に負けまいと低価格商品を主体に流通させる傾向がある。また、こうした低価格商品の影響を受けて、消費者の商品選択の動機が施設、料理、接遇などのサービスではなく、価格に偏重するケースも少なくない。その結果、稼働率は上がっても、売上げが伸びない状況に陥るとの指摘もある。
　さらに、施設側の商品情報が不十分（情報の非対称性）で、消費者の顧客満足度を低下させる懸念も考えられる。このように、ＩＴを活用することはもはや必須ともいえるが、さまざまなメリット・デメリットを想定した上で導入を検討する必要がある。
今後の見通し

　大阪府内では、22年に米国の高級ホテルが開業したのを皮切りに、25年夏にはうめきた（梅田北ヤード）先行開発地区で外資系高級ホテルが、26年春には阿倍野でも外資と提携した高級ホテルが開業する。他方で、化粧品メーカーなど異業種からの参入もみられ、競合はますます激しくなっている。
　こうしたなか、シティホテルの売却や再編などの動きも始まっており、生き残りをかけた戦略が求められる。ある簡易宿所では、観光関連会社、鉄道会社、大学等と連携して、宿泊客向けの日帰りツアーの造成を模索している。また、有料老人ホームなどの介護福祉をはじめ、将来成長が見込まれる分野への事業多角化に取り組むビジネスホテルや、女性専用の宿として自宅のようなくつろぎを演出する和風旅館など、各施設独自の工夫がみられる。
　国内需要では、定年を迎えた団塊世代を中心とするシニア層や団塊ジュニアをいかに取り込むかが重要である。旅行への関心が高い現在の団塊世代は、多様な価値観を持ち、高度成長期のマス・マーケットとして捉えることは難しいが、本年10月に国内初のＬＣＣ（格安航空会社）専用ターミナルが開業した関西空港を起点に、団塊世代を中心とする国内の観光・宿泊需要が活発化する可能性もある。
　海外需要については、タイ、インドネシア、マレーシア、シンガポールからの訪日客が増加しており、ＬＣＣ路線網の展開や上記諸国の経済成長次第では、需要がさらに伸びる余地もあると考えられる。
　こうしたさまざまな需要特性を把握した上で、自社の強みを活かせる顧客を獲得することが、経営発展の鍵を握っている。

（山本　敏也）
宿泊施設数及び客室数
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施設数 客室数 施設数 客室数 施設数

平成21 357 51,993 896 20,730 176

(前年度比)
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　　22 365 55,374 869 20,589 166
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　　23 356 54,733 829 19,874 160
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資料：厚生労働省『衛生行政報告例』
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